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証券コード　3842
2021年６月７日

株 主 各 位
東 京 都 港 区 白 金 一 丁 目 2 7 番 ６ 号
株 式 会 社 ネ ク ス ト ジ ェ ン
代表取締役社長 大 西 新 二

第20回定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第20回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご通知申しあげます。
　なお、当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行使書
用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2021年６月23日（水曜日）午後６
時までに到着するようご返送お願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2021年６月24日（木曜日）
　　　午前10時30分　受付開始
　　　午前11時　　　 開　　会

２．場 所 東京都千代田区平河町二丁目４番３号
ホテル　ルポール麹町　２階　サファイアの間
（末尾の株主総会会場　ご案内図をご参照ください。）
本年は、感染拡大防止のため、座席の間隔を拡げることから、ご用意で
きる席数が例年より減少いたします。そのため、当日ご来場いただいて
も入場をお断りする場合がございます。予めご了承のほど、よろしくお
願い申しあげます。

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第20期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委
員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第20期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
議 案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

以　上
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・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ
いますようお願い申しあげます。

・法令及び当社定款の規定に基づき、次に掲げる事項をインターネット上の当社ウェブ
サイト（https://www.nextgen.co.jp/ir/library/）に掲載しておりますので、本招
集ご通知の添付書類には記載しておりません。

（1）連結株主資本等変動計算書
（2）連結計算書類の連結注記表
（3）株主資本等変動計算書
（4）計算書類の個別注記表
　したがいまして、本招集ご通知の添付書類は、会計監査人又は監査等委員会が会計
監査報告又は監査報告を作成するに際して監査した連結計算書類及び計算書類の一
部であります。

・事業報告、連結計算書類及び計算書類、株主総会参考書類に修正が生じた場合は、修
正後の事項を当社ウェブサイト（https://www.nextgen.co.jp/ir/news/）に掲載
いたします。

・決議通知については、書面による決議通知の送付は行わず、当社ウェブサイト
（https://www.nextgen.co.jp/ir/library/）に掲載いたしますので、ご了承くださ
いますようお願い申しあげます。

【新型コロナウイルスに関するお知らせ】
　株主の皆様におかれましては、感染拡大防止の観点から、事前に書面により
議決権をご行使いただき、当日のご来場を見合わせていただくことも含めご検
討くださいますようお願い申しあげます。
　また、株主総会へのご出席を検討されている株主様におかれましては、株主
総会開催日時点での流行状況やご自身の体調をご確認の上、マスク着用などの
感染予防にご配慮いただき、ご来場くださいますようお願いいたします。
　株主総会当日までの感染拡大の状況や政府等の発表内容等により、株主総会
の 運 営 に 大 き な 変 更 が 生 ず る 場 合 は 、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（https://www.nextgen.co.jp/ir/news/）にてお知らせいたします。

【株主総会のお土産について】
　株主総会にご出席いただいた株主の皆さまへのお土産はご用意しておりませ
ん。何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

－ 2 －
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(添付書類)
事　 業　 報　 告

( 2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで )

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、国際情勢の緊張不安や不確実性
による為替、株価の不安定な動き及び新型コロナウイルス感染症による影
響など、依然として不透明な状況が続いております。
　当社グループをとりまく情報通信分野は、情報通信関連の業界再編計
画、通信の大容量化と通信サービス提供価格の変化、クラウドサービスの
拡大、第５世代移動通信システム(５Ｇ)/IoTソリューションの開発・利
用環境の整備、AI技術を活用したサービス提供など、引き続き構造変化が
進行しております。
　情報通信技術を利用することで作り出されるデータを分析・活用するこ
とで、人々の生活をより便利にし、ビジネスモデルの変革をすることで、
世の中をより良い方向へ進めるDX（デジタル・トランスフォーメーショ
ン）が世界的に進んできています。
　携帯通信事業者により提供される５Ｇとは別に、企業や自治体がクロー
ズドな空間でプライベートに利用できるローカル５Ｇの市場も2020年
に立ち上がってきており、総務省によるローカル５Ｇなどを活用した地域
課題解決を実現するための実証実験も始まりました。
　テレワーク推進に伴いクラウドPBX化への加速が進むなどの変化も起
きており、働く時間・場所の制約を超えた働き方を可能とするためのテレ
ワークの実現においては、新たなICTソリューションの導入が活性化して
おります。

　以上のような市場環境において、当社グループの経営成績については、
前年度売上貢献が大きかった他社ライセンスの販売減少に加え子会社に
おいてVOICEMARKブランドの販売減少がありましたが、大手通信事業
者向けにSBC製品の販売案件の獲得並びに大手情報通信サービス会社向
けにMVNO基盤の移設・リニューアルに伴う、モバイルコアシステム
（EPC）の販売及び構築支援案件の増加により当連結会計年度の売上高は
3,863,565千円（前連結会計年度比0.4％の減少）となりました。

－ 3 －
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　損益面については、収益性の高い自社ソフトウェアの販売の占める割合
を増やしたこと並びに製品開発や企画部門を中心とした外注費などの削
減による固定費圧縮や働き方改革の推進によるコスト削減の効果があっ
たことなどにより、売上総利益は1,380,957千円（前連結会計年度比
44.9％の増加）、営業利益は12,771千円（前連結会計年度は、574,073
千円の営業損失）、経常利益は3,914千円（前連結会計年度は、580,090
千円の経常損失）となりました。また、投資有価証券評価損の計上、事業
拡大に向けて買収した事業の一部の不採算を解決できていなかったこと
による子会社におけるのれんの減損損失の計上及び子会社における自社
利用目的ソフトウェアの減損損失の計上により、親会社株主に帰属する当
期純損失は174,317千円（前連結会計年度は、543,139千円の親会社株
主に帰属する当期純損失）となりました。
　受注残高については、通信システム・ソリューションにおいて、前年同
四半期の大手通信事業者向け大型案件の反動減の影響がありましたが、保
守サポートにおいて、継続保守契約の契約期間満了や保守対象システム利
用の終了による解約を新規案件にて補うことで保守案件が積み上がり、受
注残高は1,337,087千円（前連結会計年度比17.8％の増加）となりまし
た。

区 分 第 19 期
(2020年３月期)

第 20 期
(当連結会計年度)
(2021年３月期)

増 減 増減率（％）

売 上 高 (千円) 3,878,513 3,863,565 △14,948 △0.4

売 上 総 利 益 (千円) 953,155 1,380,957 427,802 44.9

営業利益又は営業損失（△） (千円) △574,073 12,771 586,844 －

経常利益又は経常損失（△） (千円) △580,090 3,914 584,004 －

親会社株主に帰属する当期純損
失（△） (千円) △543,139 △174,317 368,821 －

受 注 残 高 (千円) 1,135,396 1,337,087 201,691 17.8

－ 4 －
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　当社グループは、音声を中心とする通信技術に関するソリューション提
供を行う単一セグメントでありますが、売上高については区分して記載し
ており、それぞれの事業ごとの取組みは次のとおりです。

区 分 第 19 期
(2020年３月期)

第 20 期
(当連結会計年度)
(2021年３月期)

増 減 増減率（％）

通信システム・ソリュ
ーション (千円) 1,654,894 1,721,495 66,601 4.0

エンタープライズ・ソ
リューション (千円) 1,228,463 1,107,758 △120,705 △9.8

保守サポート・サービス (千円) 995,156 1,034,312 39,155 3.9

〔通信システム・ソリューション〕
　通信事業者の大規模ネットワークで利用される通信システムのライセン
ス販売、SI、周辺アプリケーション及びネットワークセキュリティ診断や
通信システム導入のコンサルティングサービスを提供しております。
　当連結会計年度では、ライセンス販売については、通信事業者に対して
PSTNマイグレーション関連で、事業者間IP相互接続の機能をもつソフトウ
ェアSBC「NX-B5000」や電話番号収容事業者を特定するためのENUMシ
ステムを導入いたしました。テレワーク増加に伴いトラフィックが増加し
た通信事業者の設備増強のため「NX-B5000」の追加ライセンスを提供
し、通信事業者が一般法人向けに提供している通信サービス利用者の増加
によりソフトウェアIP-PBX「NX-C1000」、「NX-B5000」のライセンス
を提供いたしました。通信系システム会社と共に前期から取り組んでいた
通話音声データを音声認識エンジンと接続させる機能をもつIP-PBX対応
通話録音ソフトウェア「LA-6000」をユーザーとなるコンタクトセンター
へ提供いたしました。この他、電力系通信事業者の法人向けサービスのコ
ア機能を具備する基幹システムの老朽化により、新基幹システムへの更改
を実施いたしました。

－ 5 －
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　モバイルデータソリューション関連では、情報通信サービス会社へ
MVNO基盤の移設・リニューアルに伴うモバイルコアシステム（EPC）の
販売、構築、技術支援及び過去に納入したシステムの技術支援、運用支援
継続、ライセンスの追加を実施し、来期にかけてモバイル事業の新サービ
ス提供に向けた基盤システムの導入案件を進めております。別の情報通信
サービス会社へはMVNOネットワーク設備更改に関するコンサルティン
グサービスを提供いたしました。ローカル５Ｇ関連では株式会社協和エク
シオとの協業によるソリューションの技術検討、検証及び導入に至るコン
サルティングサービスの提供を開始し、数社の実証実験を進めました。
　セキュリティ・コンサルティングは、海外通信事業者へのセキュリティ
診断サービスを海外パートナー経由で提供いたしました。
　以上の結果、通信システム・ソリューション分野における売上高は
1,721,495千円（前連結会計年度比4.0％の増加）となりました。

〔エンタープライズ・ソリューション〕
　通信事業者以外の企業や官公庁に向けて、通信システムのVOICEMARK
ブランドのライセンス販売、SI、周辺アプリケーション及びクラウド／BPO
サービスを、販売・構築パートナー経由で提供しております。
　当連結会計年度では、VOICEMARKブランドのライセンス販売について
は、世界最大級のテレビショッピング・通販会社を含むコンタクトセンタ
ー事業者にPSTNマイグレーションへの対応やシステム更改を進めるため
に、多くの通信事業者のIP回線と複数のコンタクトセンターシステムとの
接続実績が豊富なソフトウェアSBC「NX-B5000 for Enterprise」が採用
されました。また、大手金融機関、官公庁、保険会社などにおいて、DX推
進やコロナ禍に関連したテレワーク推進のためにPBX設備などの更改が加
速しており、ソフトウェアIP-PBX「NX-C1000 for Enterprise」、IP-PBX
対応通話録音ソフトウェア「NX-LA6000」、音声自動応答ソフトウェア
「NX-IVR」、スマートフォン連携Web電話帳アプリケーションなどの製
品販売が進みました。
　無線機と連携可能なスマートフォン対応のIP-PTT（Push to Talk）ソリ
ューションは既に利用している顧客に評価され利用範囲を拡大することに
なり追加ライセンスを提供いたしました。
　レガシー機能対応としては、生命保険会社や通信事業者のコンタクトセ
ンターへDP信号（回転式ダイヤル電話、いわゆる黒電話）にてダイヤルさ
れた番号をPB信号に変換するDP/PB変換装置を販売いたしました。

－ 6 －
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　クラウド/BPOサービスについては、音声認識の月額BPOサービス「U3 
COGNI」の継続利用があり、AI連携ソリューションのパートナー契約を株
式会社アドバンスト・メディア、株式会社エーアイスクエアと締結したこ
とにより、今後音声認識BPOサービスのオプションとして多種機能を提供
できるようになりました。子会社がクラウドのCPaaS上でテレワーク向け
の新サービス「テレワークCall.app」をリリースしオンライン商談を開始
いたしました。パートナー経由で販売し、海外拠点をもつ企業などにも採
用されているクラウドPBXサービス「U3 Voice」は、自治体の閉域ネット
ワークにて無料通話を提供する住民サービスとして採用されました。

　以上の結果、エンタープライズ・ソリューション分野の売上高は
1,107,758千円（前連結会計年度比9.8％の減少）となりました。

〔保守サポート・サービス〕
　通信システム・ソリューションで培ったパートナーシップの強化により、
通信事業者及びエンタープライズ向けに全国24時間・365日対応の保守サ
ポート業務を提供しております。
　当連結会計年度では、保守契約の更新及び新規案件については、ほぼ前
期並みに売上が推移いたしました。

　以上の結果、保守サポート・サービス分野の売上高は1,034,312千円
（前連結会計年度比3.9％の増加）となりました。

②　設備投資の状況
　当連結会計年度において実施いたしました当社グループの設備投資の
総額は、174,688千円で、これは主に通信システムに関わるソフトウェ
アの開発であります。

③　資金調達の状況
　該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

－ 7 －

当事業年度の事業の状況



2021/05/26 11:26:58 / 20701814_株式会社ネクストジェン_招集通知（Ｃ）

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承
継の状況
　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状
況
　当社は、2020年６月30日付で当社連結子会社である株式会社
LignAppsの100％子会社であるアクロスウェイ株式会社の全株式を取得
し、完全子会社化いたしました。

⑵　財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 17 期
(2018年３月期)

第 18 期
(2019年３月期)

第 19 期
(2020年３月期)

第 20 期
(当連結会計年度)
(2021年３月期)

売 上 高 (千円) 2,868,374 3,190,405 3,878,513 3,863,565
親会社株主に帰属する当期純
利益又は親会社株主に帰属す
る当期純損失（△）

(千円) 75,189 30,158 △543,139 △174,317

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失（△）

(円) 37.26 14.72 △248.76 △67.65

総 資 産 (千円) 3,113,411 3,673,201 4,284,046 3,342,688

純 資 産 (千円) 1,618,269 1,691,583 1,959,037 1,784,650

１株当たり純資産額 (円) 785.17 805.60 760.31 692.63

②　当社の財産及び損益の状況

区 分 第 17 期
（2018年３月期)

第 18 期
(2019年３月期)

第 19 期
(2020年３月期)

第 20 期
(当事業年度)
(2021年３月期)

売 上 高 (千円) 2,845,423 2,804,022 3,142,736 3,172,284
当期純利益又は当期純
損失（△） (千円) 73,123 7,883 △606,822 △19,050
１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失（△）

(円) 36.23 3.85 △277.92 △7.39

総 資 産 (千円) 3,113,621 3,626,291 4,096,878 3,296,536

純 資 産 (千円) 1,616,203 1,655,242 1,866,882 1,847,763

１株当たり純資産額 (円) 784.15 791.76 724.54 717.12

－ 8 －

当事業年度の事業の状況、財産及び損益の状況
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⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　当社は親会社を有しておりません。

②　重要な子会社の状況

会　社　名 資　本　金
当社の

議決権比率
主要な事業内容

株式会社NextGen
ビジネスソリューションズ

30百万円 100％
電話通信端末機器開発製造事
業及びｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝ事業等

株式会社LignApps 41百万円 85.4％

CPaas事業
UCaas事業
ｸﾗｳﾄﾞｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ/IT/ﾈｯﾄﾜｰｸに
関するｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ及びｲﾝﾃｸﾞﾚｰ
ｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ

アクロスウェイ株式会社 20百万円 100％

通信ｻｰﾋﾞｽ
ｺﾝﾀｸﾄｾﾝﾀｰｿﾘｭｰｼｮﾝ
ECｻｲﾄの運営
ｿﾌﾄｳｪｱ開発

（注）当事業年度末日において特定完全子会社はありません。

⑷　対処すべき課題
　当社グループの主要事業である通信サービス分野においては、大手通信
事業者、各種サービス事業者による価格競争や商品及びサービスの差別化、
新たな事業者の参入による市場競争は激しさを増しており、各社の製品開
発や技術革新に向けた取り組みは、一層加速しています。こうした中、当
社グループが創業以来培ってきたSIP/VoIP技術の市場はますます広がっ
ており、今後も５Ｇのような技術革新が進み、当社グループの事業機会は
拡大していくものと認識しております。
　このような状況のもと、当社グループが今後対処すべき課題は以下のと
おりです。

－ 9 －

重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題
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①　収益力の向上
　当社グループの事業における売上規模の拡大と利益率の向上は、今後
の業績拡大のための重要な課題であると認識しております。受注拡大に
向け、国内外の販売パートナーとの連携により効率的な販路拡大を目指
してまいります。
　利益率向上に対しては、自社開発ソフトウェアを活用したソリューシ
ョンの提供、また通話録音装置や音声応答装置など通信機器の製造・販
売等により、利益率の高いビジネスを進めるとともに、経営管理体制の
強化に努め、継続的なコストの見直しと組織体制や事業活動の効率化を
推し進めてまいります。

②　新製品の企画開発
　通信網のIP化、クラウド化といった技術の進化による市場環境の変化
に対応した新しいサービスや新製品の提供を推し進めていくことが重要
な課題であります。
　当社グループは自社開発ソフトウェアと、国内外のベンダーが既に所
有している高い技術・製品及び産学連携による研究開発の成果を組み合
わせることにより、変化する顧客のニーズに合致した製品の提供、次世
代ネットワーク関連や音声認識といった成長事業分野に対応した新しい
サービスや新製品の提供が可能になると考えております。

③　品質向上に向けた活動
　当社グループの主要事業である通信事業者向けソフトウェア開発にお
いては、通信事業者の厳しいサービス運用基準への適合が要求されるた
め、品質の確保は当社グループにとって重要な課題であると認識してお
ります。より高いレベルでの品質確保のため独立かつ客観的な立場で判
断ができる品質管理担当を設け、全ての開発プロジェクトに品質プロセ
スを適用し品質の担保に努めております。

－ 10 －

対処すべき課題
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④　働き方改革への対応
　当社グループの属する情報通信分野においては、高度化する技術への
対応、高度な専門知識を持った技術者の不足等の難題を抱えていること
から、人材採用・育成、働き方改革は重要な経営課題であります。
　当社グループではかねてから柔軟な働き方に対応した制度の導入や生
産性を向上させるための自社ソリューションの活用を実践しております
が、新型コロナウイルス感染症対策の目的に限らず、育児・介護・自己
実現を希望する社員の多様な働き方ができるよう、テレワークの徹底を
はじめとした働き方改革を進めております。
　当社グループは、ワークスタイル変革・制度改革を推進することで、
優秀な人材の採用・育成を進めてまいります。

⑸　主要な事業内容（2021年３月31日現在）
　当社グループの事業は、音声を中心とする通信技術に関するソリューシ
ョン提供を行う単一セグメントとなっており、通信事業者向けの高度なソ
リューション事業を中核としておりますが、その開発で蓄積してきた技
術・経験を活かして、大手顧客を中心とする一般法人ユーザー向けにもIP-
PBX、通信事業者接続用ゲートウェイ（SBC）、通話録音、音声認識、IP
無線システム、ユニファイドコミュニケーションとの連携などのソリュー
ションを展開しております。
　なお、当社グループでは昨今の顧客のニーズや事業構造の変化に対応す
るため、「通信システム・ソリューション」「エンタープライズ・ソリュ
ーション」「保守サポート・サービス」の区分で記載しております。

〔通信システム・ソリューション〕
　通信事業者の大規模ネットワークで利用される通信システムのライセン
ス販売、SI、周辺アプリケーション及びネットワークセキュリティ診断や
通信システム導入のコンサルティングサービスを提供しております。主に
通信事業者向けに自社開発ソフトウェア及び国内外の他社ベンダー製品を
取り扱い、マルチベンダーとして通信事業者のニーズに対応できるソリュ
ーションを提供しております。特に、海外ベンダー製品を国内通信事業者
の仕様に対応させる経験を創業当初から蓄積しており、そのノウハウを保
有していることが強みとなっております。

－ 11 －

対処すべき課題、主要な事業内容
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〔エンタープライズ・ソリューション〕
　通信事業者以外の企業や官公庁に向けて、通信システムのVOICEMARK
ブランドのライセンス販売、SI、周辺アプリケーション及びクラウド／
BPO・サービスを、販売・構築パートナー経由で提供しております。子会
社では音声、テキスト、映像などオムニチャネルコミュニケーションのた
めのプラットフォームを提供するCPaaS事業を展開しており、そのプラッ
トフォーム上で、電話音声を活用することのできるクラウドサービスを提
供しております。

〔保守サポート・サービス〕
　通信システム・ソリューションで培ったパートナーシップの強化により、
通信事業者及びエンタープライズ向けに全国24時間・365日対応の保守サ
ポート業務を提供しております。

⑹　主要な営業所（2021年３月31日現在）
①　当社の主要な営業所

本　　　社 東京都港区白金一丁目27番６号

関西営業所 大阪府大阪市中央区今橋三丁目１番７号

中部営業所 愛知県名古屋市中区錦二丁目９番27号

北日本営業所 北海道札幌市白石区東札幌３条五丁目３番24号

②　子会社（株式会社NextGenビジネスソリューションズ）

本　　　社 東京都港区白金一丁目27番６号
（注）東京本社は2020年11月１日付けで名称を変更し、本社になりました。

③　子会社（株式会社LignApps）

本　　　社 東京都港区白金一丁目27番６号

④　子会社（アクロスウェイ株式会社）

本　　　社 東京都港区白金一丁目27番６号

－ 12 －

主要な事業内容、主要な営業所
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⑺　使用人の状況（2021年３月31日現在）
①企業集団の使用人の状況
使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

156（15）名 10名減（10名減）
（注）１．使用人数は就業者数であり、臨時雇用社員（パートタイマー、人材会社からの派遣社

員、契約社員及び嘱託社員）は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
２．当社グループは、通信技術に関するソリューション提供を事業とする単一セグメント

であるため、セグメント別の記載を省略しております。

②当社の使用人の状況
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

118（13）名 4名増（9名減） 45歳 6.3年

（注）使用人数は就業者数であり、臨時雇用社員（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、
契約社員及び嘱託社員）は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

⑻　主要な借入先の状況（2021年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 202,075千円
株 式 会 社 千 葉 銀 行 158,350千円
株 式 会 社 り そ な 銀 行 146,250千円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 73,736千円
株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 71,289千円

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

－ 13 －

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．株式の状況（2021年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 7,500,000株
⑵　発行済株式の総数 2,576,800株（自己株式166株を含む）
⑶　株主数 2,526名
⑷　大株主の状況（上位10名）

株 主 名 持  株  数(株) 持 株 比 率(%)

株 式 会 社 協 和 エ ク シ オ 660,000 25.61

サ ク サ 株 式 会 社 550,000 21.34

日商エレクトロニクス株式会社 136,200 5.28

株 式 会 社 タ カ コ ム 78,000 3.02

大 西 　 新 二 61,600 2.39

五 味 　 大 輔 45,000 1.74

株 式 会 社 S B I 証 券 44,053 1.70

渡 辺 　 俊 一 42,000 1.63

MSIP CLIENT SECURITIES 37,600 1.45
ネクストジェン従業員持株会 34,700 1.34

（注）１．持株比率は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
２．持株比率は、自己株式（166株）を控除して計算しております。

３．新株予約権等の状況
⑴　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として

交付された新株予約権の状況
　該当事項はありません。

⑵　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権
の状況
　該当事項はありません。

－ 14 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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４．会社役員の状況
⑴　取締役の状況（2021年３月31日現在）
会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 大 西 新 二

執行役員
株式会社NextGenビジネスソリューションズ
代表取締役社長
株式会社LignApps　代表取締役社長

取 締 役 杉 岡 弘 毅 執行役員　CTO（Chief Technology Officer）
技術企画本部長

取 締 役 武 田 善 治 執行役員　CSO（Chief Sales Officer）
サービスプロバイダ営業本部長　西日本事業本部長

取 締 役 深 山 博 文
執行役員　サービスプロバイダ営業本部 副本部長
株式会社協和エクシオ　ICTソリューション事業本
部 企画推進部門担当部長

取 締 役
（監査等委員・常勤） 渡 辺 俊 一 株式会社NextGenビジネスソリューションズ

監査役

取締役（監査等委員） 三 村 　 摂 三村会計事務所　所長
ソマール株式会社　取締役

取締役（監査等委員） 田 中 達 也 熊谷・田中・津田法律事務所　パートナー
竹本容器株式会社　社外取締役（監査等委員）

（注）１．取締役（監査等委員）三村摂氏及び田中達也氏は社外取締役であります。
２．取締役（監査等委員）三村摂氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有しております。
３．取締役（監査等委員）田中達也氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務及び法律

に関する相当程度の知見を有しております。
４．2020年６月23日開催の第19回定時株主総会終結の時をもって、曽我部敦氏は取締役

を退任いたしました。
５．情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために渡辺俊一氏を

常勤の監査等委員として選定しております。
６．当社は、取締役（監査等委員）三村摂氏及び田中達也氏を、株式会社東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届出を行っております。

－ 15 －

会社役員の状況
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⑵　責任限定契約の内容の概要
　　当社と各監査等委員は、会社法第427条第１項並びに当社の定款第29条

第２項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する
契約を締結しております。

　　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、各監査等委員ともに、会社
法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

⑶　役員等賠償責任保険の内容の概要
　　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約

を保険会社との間で締結し、当該保険により被保険者がその地位に基づい
て行った行為に起因して、保険期間中に被保険者に対して損害賠償請求が
された場合の法律上の損害賠償金及び争訟費用を填補することとしており
ます。但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して
生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。当該役員等
賠償責任保険契約の被保険者は当社及び子会社の取締役、管理職従業員で
あり、全ての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しておりま
す。

⑷　当事業年度に係る取締役の報酬等
①　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

　　当社は、2021年２月19日開催の取締役会において、取締役（監査等
委員である取締役を除く。以下、「取締役」という）の個人別の報酬等
の内容にかかる決定方針（以下、「決定方針」という）を決議しており
ます。その概要は次のとおりです。
　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティ
ブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の
取締役の報酬の決定に際しては、各職責を踏まえた適正な水準とするこ
とを基本方針とする。具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬
としての基本報酬、業績連動報酬等及び非金銭報酬等としての株式報酬
により構成し、監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、
基本報酬のみを支払うこととする。

イ　基本報酬（金銭報酬）に関する方針
　基本報酬は、月例の固定報酬とし、職責に応じて、当社の事業規模、
業績、従業員給与の水準等を考慮しながら、総合的に勘案して決定する
ものとする。

－ 16 －
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ロ　業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等に関する方針
　業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるた
め業績指標（KPI）を反映した金銭報酬とし、各事業年度の連結営業利益
等の目標値に対する達成度合いに応じて算出された額を賞与として毎年、
一定の時期に支給する。目標となる業績指標とその値は、中期経営計画
と整合するよう計画策定時に設定し、適宜、環境の変化に応じて監査等
委員会の答申を踏まえた見直しを行うものとする。
　非金銭報酬等は、中長期的な企業価値・株主価値の向上を重視した経
営を推進する意識を高めるため、基本報酬に対する割合を反映した譲渡
制限付株式とし、全体の付与総数は希薄化の影響も勘案して決定する。
付与する場合は、取締役会で審議し、株主総会で決議して決定する。

ハ　報酬等の割合に関する方針
　業務執行取締役の種類別の報酬割合については、業務執行取締役が業
績に対する意欲や士気を高められる割合となるよう、取締役会において
検討を行う。後述する③の委任を受けた代表取締役は取締役会での意見
を尊重し、取締役会で示された種類別の報酬割合の範囲内で取締役の個
人別の報酬等の内容を決定することとする。なお、報酬等の種類ごとの
比率の目安は、基本報酬：業績連動報酬等（最大）＝10：３とする（業
績指標を100％達成の場合）。なお、非金銭報酬等としての株式報酬の
比率は、取締役会で審議し、株主総会で決議して決定する。

②　取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　　取締役の報酬等限度額は、2016年６月23日開催の第15回定時株主総

会において年額200,000千円以内（うち社外取締役15,000千円以内）
と決議されております（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）。
当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は３名（うち、社外取締役１
名）です。

　　上記報酬等のほか、2016年６月23日開催の第15回定時株主総会にお
いて、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く）に対す
る譲渡制限付株式の付与に関する報酬等の額は年額50,000千円以内と
決議されております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は２名
（社外取締役を除く）です。

　　監査等委員である取締役の報酬限度額は、2016年６月23日開催の第
15回定時株主総会において、年額50,000千円以内と決議されておりま
す。当該定時株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は３名
です。
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③　取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会
が判断した理由

　　取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、株主総会で承認
された報酬限度額の範囲内で、代表取締役が決定方針に基づいた基準を
作成し、監査等委員会の同意を得た基準に従い作成した報酬案について
監査等委員会の同意を得て決定していることから、その内容は決定方針
に沿うものであると判断しております。

④　取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
　　当事業年度におきましては、取締役の金銭報酬について、2020年６

月23日開催の取締役会において代表取締役社長大西新二に個人別の報
酬等の具体的な内容の決定を委任する旨の決議を行い、代表取締役社長
において決定を行っております。

　　代表取締役社長に委任をした理由は、当社グループを取り巻く環境、
当社グループの業績を俯瞰しつつ各取締役の担当領域や職責の評価を行
うには代表取締役社長が最も適しているからでありますが、取締役会か
ら委任を受けた代表取締役社長が個人別の報酬等の額を決定するに際し
ては、報酬水準の妥当性及び業績評価の透明性を確保する観点から、報
酬案について監査等委員会の同意を得て決定しなければならないものと
しています。

⑤　取締役の報酬等の総額等

区 分
報 酬 等 の
総 額
（ 千 円 ）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 千 円 ） 対 象 と な る
役 員 の 員 数
（ 名 ）基 本 報 酬 業 績 連 動

報 酬 等
非 金 銭
報 酬 等

取 締 役
（うち社外取締役）

46,210千円
（－）

46,210千円
（－） － － 4名

（－）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

15,600千円
（6,000千円）

15,600千円
（6,000千円） － － ３名

（２名）

合 計
（うち社外役員）

61,810千円
（6,000千円）

61,810千円
（6,000千円） － － 7名

（２名）

（注）１．上表には、2020年６月23日開催の第19回定時株主総会終結の時をもって退任した社
外取締役１名については、報酬を支払っておりませんので、員数に含めておりません。

２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
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⑸　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　　取締役（監査等委員）三村摂氏は、三村会計事務所の所長、ソマール
株式会社の取締役をそれぞれ兼任しております。なお、当社と三村会計
事務所及びソマール株式会社との間に取引関係はありません。

　　取締役（監査等委員）田中達也氏は、熊谷・田中・津田法律事務所の
パートナー弁護士、竹本容器株式会社の監査等委員である社外取締役を
それぞれ兼任しております。なお、当社と熊谷・田中・津田法律事務所
及び竹本容器株式会社との間に取引関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況
出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役
（監査等委員） 三 村 　 摂

当事業年度に開催された取締役会16回の全てに出席いたし
ました。
主に公認会計士としての豊富な経験と幅広い見識に基づき、
当社の経営に対する実効性の高い監督等に十分な役割・責務
を果たしております。
また、監査等委員会の委員として、当事業年度に開催された、
監査等委員会12回の全てに出席し、良質なコーポレート・ガ
バナンスの観点から適宜、必要な意見を述べていただきまし
た。

取締役
（監査等委員） 田 中 達 也

当事業年度に開催された取締役会16回の全てに出席いたし
ました。
主に弁護士としての豊富な経験と幅広い見識に基づき、独立
した立場から取締役会機能の強化と業務執行の監督等に十分
な役割・責務を果たしております。
当事業年度の新任役員研修にあたり、的確な助言をいただく
とともに、講師を務めていただきました。
また、監査等委員会の委員として、当事業年度に開催された、
監査等委員会12回の全てに出席し、法令・コンプライアンス
の観点から適宜、必要な意見を述べていただきました。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第23条第２項の規定に基
づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が１回ありました。

③　親会社または子会社からの報酬等の総額
該当事項はありません。
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５．会計監査人の状況
⑴　名称　　　　　　　　　　東陽監査法人

⑵　報酬等の額
報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22,000千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額

22,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品
取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区
分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合
計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び
報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったう
えで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

⑶　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要
があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再
任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める
項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計
監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、
解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と
解任の理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制

　当事業年度における取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制概要
は以下のとおりであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制

イ　当社及び当社の子会社（以下「当社グループ会社」という。）は、法
令、定款及び社会倫理の遵守を徹底するために、取締役及び使用人の
規範として「行動規範／役職員行動規範マニュアル」を制定し、周知
徹底を図る。

ロ　取締役の職務執行については、原則として毎月１回開催する取締役会
にて、取締役及び代表取締役社長がその職務執行状況について報告し、
取締役会が法令、取締役会規程及び職務権限規程に従い監督する。

ハ　監査等委員は、取締役会、監査等委員会及びその他の重要な会議に出
席し、取締役の職務執行状況を監査する。

ニ　社内コンプライアンス体制を徹底するため、代表取締役社長を議長と
する社内組織から独立したコンプライアンス推進室を設置し、当社及
び当社グループ会社のコンプライアンス体制を整備、改善するととも
に取締役及び使用人に対する教育を行う。

ホ　当社の取締役及び使用人が法令違反の疑義がある行為を発見した場合
に、コンプライアンス推進室に直接報告ができる内部通報制度を設置
する。報告された内容についてはコンプライアンス推進室で審議され、
重大性に応じて取締役会及び監査等委員会に報告されるとともに、コ
ンプライアンス推進室が必要に応じ全社に周知することとする。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び文書管理規程に
従い、適切に保存・管理することとする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　組織長より各組織の事業活動状況を月次で報告させ、そのうち重要な
事項に関しては、内在するリスクについて把握し対策を講じるとともに
経営会議及び取締役会に上程するものとし、コンプライアンス、経営体
制又は財政状況等の当社事業に係るリスクについての管理体制を構築す
る。
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　また、危機管理対策規程を定め、不測の事態等の経営危機が顕在化し
た場合は、同規程に従い代表取締役社長又は管理管掌執行役員が危機対
策本部を設置して迅速に対応し、当該危機を最小に止めるための管理体
制を構築する。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　迅速な経営意思決定プロセスを図るため、取締役会は、定款及び取締
役会規程に基づき、重要な業務執行の決定の全部又は一部を取締役に委
任することができる。取締役会を補完し適切な業務執行を図るため、当
社は、代表取締役社長、常勤取締役及び執行役員で構成される経営会議
を設置し、当社の業務執行における重要事項についての審議・検討及び
当社グループのガバナンス強化を目的として当社グループ会社の業務執
行に関する重要事項の報告・協議を行う。

⑤　当社及び当社グループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制
　当社は、当社グループ会社全てに適用する「関係会社管理規程」を定
め、企業活動の監視・監督を行う。当社グループ会社の一定の重要事項
については、当社の事前承認または当社への報告を行う。内部監査部門
は、定期的に当社グループ会社の内部統制システムの整備及び遵守状況
をモニタリングする。
　当社グループ会社は、コンプライアンス、経営体制又は財政状況等に
係るリスクについての管理体制を整備し、関係会社管理規程に基づき、
業務上のリスクについて当社への報告を義務付ける。また、リスクにつ
いては当社危機対策本部等において対応する。

⑥　監査等委員会がその職務を補助すべき使用人（補助使用人）を置くこと
を求めた場合における当該使用人に関する事項
　当社は、監査等委員会の要望に応じて、その補助業務及び運営事務を
行うための使用人の配置、変更並びに増員等を行う。その人事に関して
は、取締役会にて協議の上、決定することとする。

⑦　前号の補助使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該使用人
に対する指示の実効性の確保に関する事項
　監査等委員会の補助使用人が行う補助業務についての指揮命令は、監
査等委員会が直接行う。また、補助使用人の人事考課及び異動等につい
ては、監査等委員会の同意をもって決定することとする。
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⑧　取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制及び当該報告を
した者が報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保
するための体制
　監査等委員は、取締役会をはじめ社内の重要会議に出席し、取締役か
ら職務執行状況に関する報告を受けるものとする。
　取締役は、当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関
する重要な事実を発見した場合には、直ちに監査等委員会に報告するも
のとし、その対応策等について、必要に応じ取締役会にて報告・協議す
ることとする。
　監査等委員会は必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求め
ることができることとする。
　当社は、監査等委員会へ報告を行った取締役及び使用人に対し、当該
報告をしたことを理由として不利な取扱いをすることを禁止し、その旨
を取締役及び使用人に周知徹底する。

⑨　監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きそ
の他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に
関する事項
　当社は、監査等委員がその職務の執行について当社に対して会社法第
399条の２第４項に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部
署において審議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員の
職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかにこれに応じ
るものとする。

⑩　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体
制
　常勤監査等委員は代表取締役社長と定期的に、監査上における重要な
課題等についての意見交換を行う。
　監査等委員会が監査に必要と判断した社内の重要文書及びその他の資
料、情報を入手、閲覧することができる体制を構築する。
　監査等委員会は、当社の法令遵守体制に問題を認めたときは、取締役
会において意見を述べると共に、改善策の策定を求めることができるこ
ととする。
　監査等委員会は、当社の内部監査部門及び会計監査人と定期的に、意
見交換を行う機会を設ける。
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⑪　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
　当社及び当社グループ会社は、市民生活や企業活動の秩序や安全に脅
威を与える反社会的勢力及び団体との関係を一切遮断し、それらの活動
を助長させたり、経済的利益を含む一切の利益を供与することに加担し
ないことを基本方針とする。
　所轄の警察署、顧問弁護士、外部の専門機関等と連携し、被害防止の
体制整備を図ると共に、「行動規範/役職員行動規範マニュアル」に明文
化して社内の周知徹底を行う。
　また取引先等との契約書に、反社会的勢力を排除する条項の導入を進
め、反社会的勢力との関係を遮断する。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当連結会計年度に実施した当社の業務の適正を確保するための体制の運
用状況の概要は、以下のとおりです。

①　コンプライアンス体制
　当社及び当社グループ会社は、法令、定款及び社会倫理の遵守を徹底す
るための規範である「行動規範/役職員行動規範マニュアル」を制定して
おり、これを全社閲覧媒体に掲示するなどして、取締役及び使用人に対す
る継続的な周知を行いました。
　一方で、当社及び当社グループ会社はコンプライアンス推進室におい
て、四半期毎にコンプライアンス推進会議を開催いたしました。当会議で
討議された内容は、必要に応じ関係各所へ周知され、全社的なコンプライ
アンスへの意識向上を図りました。

②　リスク管理体制
　当社事業にかかるリスク管理の一環として、各組織長より、事業活動状
況とともに重要なリスク情報を月次で報告させております。月次報告に
おいて指摘された内在リスクについては、重要性に応じ関係者で別途対策
を講じる会議を招集し協議いたしました。その内容は、適宜経営会議及び
取締役会において報告され、判明した問題点については是正措置を行い、
より適切な内部統制システムの整備・運用に努めました。

③　取締役の職務の執行の適正性を確保する体制
　取締役の職務執行については、法令及び取締役会規程並びに職務権限規
程に基づき取締役会が監督しております。定時取締役会に加え、臨時取締
役会において、取締役からの職務執行状況の報告を受け、重要事項の決定
や業務執行が適切かどうかを監督いたしました。
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④　監査等委員の監査の実効性を確保する体制
　監査等委員は毎月開催の取締役会及び臨時取締役会に出席し、取締役か
ら業務の意思決定及びその執行状況について報告を受け、法令違反等の有
無の確認を行いました。また、常勤監査等委員においては、取締役会に加
え経営会議等の社内の重要会議に出席し、業務執行状況を監査いたしまし
た。
　上記の監査体制により生じた指摘事項や重要課題等は、取締役会のほ
か、定期的に開催する代表取締役社長との意見交換の場において報告して
おります。また、この内容は対象部署にフィードバックし、指摘事項の改
善状況についての報告を求めております。

７．会社の支配に関する基本方針
　当社は、会社の支配に関する基本方針について、継続的に検討を行っており
ますが、資本構成等を鑑み、現時点においては具体的な買収防衛策は導入して
おりません。
　今後も引き続き検討を行い、必要に応じていかなる状況についても迅速に対
応できる体制を確保してまいります。

８．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社グループは、経営基盤の強化と今後のソフトウェア開発及びその他の研
究開発投資に備えるために、内部留保の充実を重視しておりますが、一方で株
主に対する安定的な利益還元の実施も重要な経営課題であると認識しており
ます。
　当事業年度の剰余金の配当につきましては当期純損失を計上しましたこと
から、誠に遺憾ではございますが無配とさせていただきます。株主の皆様には
何卒ご理解・ご協力をお願い申しあげます。
　なお、剰余金の配当は、中間配当及び期末配当金の年２回を基本としてお
り、その決定機関については会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会
の決議によって配当を行うことができる旨を定款で定めております。

９．その他
　該当事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金

売 掛 金

製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産
の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,467,364
1,177,248

1,040,207

66,750

78,296

33,071

71,839

△51

875,324
52,867
32,328

20,539

700,006
41,845

583,754

74,406

0

122,450
0

59,824

31,918

32,006

△1,298

流 動 負 債 1,248,297

買 掛 金 299,592

短 期 借 入 金 100,000

１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金 297,488

未 払 法 人 税 等 23,293

前 受 金 275,883

製 品 保 証 引 当 金 9,166

資 産 除 去 債 務 14,545

そ の 他 228,328

固 定 負 債 309,740

長 期 借 入 金 289,212

資 産 除 去 債 務 16,476

繰 延 税 金 負 債 2,316

そ の 他 1,735

負 債 合 計 1,558,037

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,784,650

資 本 金 971,142

資 本 剰 余 金 925,273

利 益 剰 余 金 △111,476

自 己 株 式 △289

純 資 産 合 計 1,784,650

資 産 合 計 3,342,688 負 債 純 資 産 合 計 3,342,688

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

( 2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで )

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 3,863,565

売 上 原 価 2,482,607

売 上 総 利 益 1,380,957

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,368,186

営 業 利 益 12,771

営 業 外 収 益

受 取 利 息 12

助 成 金 収 入 1,584

そ の 他 265 1,862

営 業 外 費 用

支 払 利 息 5,769

為 替 差 損 2,352

事 務 所 移 転 費 用 2,598 10,719

経 常 利 益 3,914

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 54,319

減 損 損 失 109,044 163,364

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 159,450

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 14,891

法 人 税 等 調 整 額 △24 14,867

当 期 純 損 失 174,317

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 174,317

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（2021年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,103,302

1,013,407

859,191

77,421

14,092

67,455

71,733

1,193,234

40,216

22,403

17,812

651,032

580,688

70,344

501,985

0

30,000

499,495

59,624

31,918

30,740

△149,794

流 動 負 債 1,141,349
買 掛 金 247,885
短 期 借 入 金 100,000
１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金 297,488

未 払 金 59,435
未 払 費 用 21,509
未 払 法 人 税 等 21,322
未 払 消 費 税 等 141,352
前 受 金 228,868
製 品 保 証 引 当 金 9,166
預 り 金 13,605
そ の 他 717

固 定 負 債 307,423
長 期 借 入 金 289,212
資 産 除 去 債 務 16,476
そ の 他 1,735

負 債 合 計 1,448,773
純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,847,763
資 本 金 971,142
資 本 剰 余 金 921,142

資 本 準 備 金 921,142
利 益 剰 余 金 △44,232

利 益 準 備 金 1,686
そ の 他 利 益 剰 余 金 △45,919
　 繰 越 利 益 剰 余 金 △45,919

自 己 株 式 △289
純 資 産 合 計 1,847,763

資 産 合 計 3,296,536 負 債 純 資 産 合 計 3,296,536
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

( 2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで )

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 3,172,284

売 上 原 価 2,124,978

売 上 総 利 益 1,047,305

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,031,472

営 業 利 益 15,833

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,834

業 務 受 託 料 50,129

受 取 賃 貸 料 14,451

そ の 他 1,226 70,641

営 業 外 費 用

支 払 利 息 5,635

為 替 差 損 1,961

事 務 所 移 転 費 用 1,094 8,691

経 常 利 益 77,783

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 31,504

投 資 有 価 証 券 評 価 損 54,319 85,824

税 引 前 当 期 純 損 失 8,040

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 12,920

法 人 税 等 調 整 額 △1,910 11,009

当 期 純 損 失 19,050

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年５月12日

株式会社ネクストジェン
取締役会　御中

東陽監査法人
　東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 山　田　嗣　也 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 橋 本 健 太 郎 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ネクストジェンの2020年

４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、株式会社ネクストジェン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計
算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社
及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ

スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する
重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、
連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び
実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて
いるその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害
要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 31 －

連結計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年５月12日

株式会社ネクストジェン
取締役会　御中

東陽監査法人
　東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 山　田　嗣　也 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 橋 本 健 太 郎 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ネクストジェンの
2020年４月１日から2021年３月31日までの第20期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算
書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から
独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責
任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独
立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ
り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

－ 32 －

計算書類に係る会計監査報告
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ

スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要
な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起す
ること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類
等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書
日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて
いるその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害
要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上

－ 33 －

計算書類に係る会計監査報告
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、２０２０年４月１日から２０２１年３月３１日までの第２０期事業年
度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下の
とおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する

取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実
施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連

携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事
項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて
子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査
に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果

⑴　事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な

事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。ま

た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行に
ついても、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年５月13日
株式会社ネクストジェン　監査等委員会

常勤監査等委員 渡 　 辺 　 俊 　 一 ㊞
監 査 等 委 員 三 　 村 　 　 　 摂 ㊞
監 査 等 委 員 田 　 中 　 達 　 也 ㊞

（注）監査等委員三村摂及び田中達也は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定す
る社外取締役であります。

以　上

－ 34 －

監査等委員会の監査報告
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株主総会参考書類
議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員
（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、経営体制の一層の強化を図るため１名を増員することとし、取
締役５名の選任をお願いしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者に
ついて適任であると判断しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 株 式 数

１

お お に し 　 し ん じ
大 西 新 二
(1966年３月７日生)

1989年４ 月 日本電信電話株式会社入社

61,600株

2001年 ９月 エヌ・ティ・ティ・コムウェア株
式会社担当課長

2002年 ４月 当社入社　執行役員技術部門長
2005年 ６月 当社代表取締役社長執行役員
2011年 ５月 当社代表取締役社長
2015

2020

2020

年

年

年

７

６

10

月

月

月

当社代表取締役執行役員社長（現
任）
株式会社LignApps代表取締役社
長（現任）
株式会社NextGenビジネスソリ
ューションズ代表取締役社長（現
任）

取締役候補者とした理由
大西氏は、通信業界及びその技術分野などに精通することから設立以来当社の事業発
展に大きく貢献し、2005年６月から当社代表取締役として経営を統括する立場で職務
を適切に遂行しつつ、経営経験を積んでまいりました。今後も当社グループの更なる
発展を牽引することが期待できることから、引き続き選任をお願いするものでありま
す。

－ 35 －

議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案
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候補者
番 号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 株 式 数

２

す ぎ お か 　 こ う き
杉 岡 弘 毅
(1972年12月13日生)

1997年４ 月 日本電信電話株式会社入社

8,500株

2002年 ４月 当社入社　検証グループリーダ
ー

2008年１ 月 当社ネットワークセキュリティ
事業本部長

2015年４ 月 当社キャリアセキュリティ事業
本部長兼検証本部長

2015年７ 月 当社執行役員（現任）
2016年４ 月 当社ビジネス開発部長
2018年４ 月 当社第二営業本部長
2019
2019

年
年

４
５

月
月

当社技術企画部長
当社CTO（Chief Technology 
Officer）（現任）

2020
2020

年
年

４
６

月
月

当社技術企画本部長（現任）
当社取締役（現任）

取締役候補者とした理由
杉岡氏は、当社創業当初からのメンバーであり、新技術を取り入れた製品化を主導し
てまいりました。2015年に当社執行役員に就任し、現在はCTOとして当社グループ
の技術戦略を統括し、自社開発ソフトウェアの製品戦略及び海外ベンダー製品を国内
市場へ取り入れる活動を指揮することで、グループ全体の企業価値向上を牽引してお
ります。今後もこれらの知識・経験を当社経営に活かすことが期待できることから、
引き続き選任をお願いするものであります。

－ 36 －

議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案
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候補者
番 号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 株 式 数

３

た け だ 　 よ し は る
武 田 善 治
(1964年12月31日生)

1983年４ 月 富士通株式会社入社

2,500株

1998年 ７月 コンパックコンピュータ株式会
社（現日本ヒューレット・パッカ
ード株式会社）入社

2000年１ 月 EMCジャパン株式会社入社
2001年12月 日本SGI株式会社（現日本ヒュー

レット・パッカード株式会社）入
社　ソリューション第四営業本
部第二営業部部長

2004年 １月 メディア・クルーズ・ソリューシ
ョン株式会社入社　テレコミュ
ニケーション事業部営業部長

2008年 １月 当社入社　西日本営業所長
2015年 ４月 当社営業本部長
2015年 ７月 当社執行役員（現任）
2019年 ４月 当社サービスプロバイダ事業本

部長兼同本部関西営業所長
2019

2020

2020

年

年

年

５

４

６

月

月

月

当社CSO（Chief Sales Officer）
（現任）
当社サービスプロバイダ営業本
部長（現任）兼西日本事業本部長
当社取締役（現任）

取締役候補者とした理由
武田氏は、長年の通信業界における営業経験を生かし、入社以来、主に通信キャリア
及び大手SI企業に対する営業実績を重ねてまいりました。2015年に当社執行役員に
就任し、現在はCSOとして当社グループの営業戦略を推進することでグループの企業
価値向上を牽引しております。今後もこれらの知識・経験を当社経営に活かすことが
期待できることから、引き続き選任をお願いするものであります。

－ 37 －

議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案



2021/05/26 11:26:58 / 20701814_株式会社ネクストジェン_招集通知（Ｃ）

候補者
番 号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 株 式 数

４

み や ま 　 ひ ろ ふ み
深 山 博 文
(1965年８月24日生)

1988年４ 月 日本電信電話株式会社入社

200株

1999年10月 同社国際事業部担当課長（NTT 
America）

2000年 ７月 東日本電信電話株式会社法人営
業本部マルチメディア推進部担
当課長

2003年10月 同社法人営業本部ブロードバン
ドビジネス部担当部長

2006年８ 月 エヌ・ティ・ティ・コミュニケー
ションズ株式会社先端IPアーキテ
クチャセンタ ブロードバンドビ
ジネス開発部門担当部長

2012年 ７月 同社システム部第二システム部
門長

2015年 ６月 同社システム部長
2015年 ７月 NTTコムソリューションズ株式

会社取締役（非常勤）
2017年６ 月 エヌ・ティ・ティ・コミュニケー

ションズ株式会社マネジメント
サービス部長

2018

2020

年

年

７

６

月

月

株式会社協和エクシオ入社　ICT
ソリューション事業本部ソリュ
ーション推進本部副本部長
当社取締役（現任）

2020年 ７月 株式会社協和エクシオICTソリュ
ーション事業本部企画推進部門
担当部長（現任）
当社執行役員　サービスプロバ
イダ営業本部 副本部長（現任）

取締役候補者とした理由
深山氏は、当社と株式会社協和エクシオが締結している資本・業務提携に基づき推薦
を受けた候補者であります。同氏は、当社の主要事業領域である通信事業分野におい
て長年の豊富な経験や幅広い知識を有しております。これらの知見を当社経営に活か
すとともに、本業務提携を推進させることが期待できることから、引き続き選任をお
願いするものであります。

－ 38 －

議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案
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候補者
番 号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 株 式 数

５

※
さ い た 　 な お こ
齊 田 奈 緒 子
(1973年11月25日生)

1998年４ 月 エヌ・ティ・ティ・コムウェア株
式会社入社

8,400株

2002年 ９月 当社入社
2008年 1 月 当社品質管理室長
2012年 ２月 当社内部統制室長
2013年 ４月 当社経営企画部副部長
2016年12月 Syn.ホールディングス株式会社

（現Supershipホールディングス
株式会社）入社　コーポレート本
部内部統制グループリーダー

2018年５ 月 当社入社　事業企画部長
2020年４ 月 当社管理本部長（現任）
2020年６ 月 当社執行役員（現任）

取締役候補者とした理由
齊田氏は、当社創業当初からのメンバーであり、技術者として当社の製品開発を経験
した後、当社の品質管理及び内部統制システムの構築に貢献し経営管理業務の経験を
重ねてまいりました。2020年に当社執行役員に就任し、現在は管理本部長として当社
グループの経営管理全般を統括し、グループ経営体制の効率化を指揮しております。
これまでの知識・経験を当社経営に活かすことができると判断し、新たに取締役候補
者といたしました。

（注）１．※は新任の取締役候補者であります。
２．深山博文氏は、株式会社協和エクシオICTソリューション事業本部企画推進部門担当

部長を兼任しており、当社は同社との間で製品販売取引及び当社から業務委託取引が
あります。
他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３．各候補者の所有する当社の株式数は、当期末（2021年３月31日）現在の株式数を記
載しております。

４．当社は、各候補者の選任が承認された場合は、各候補者との間で会社法第430条の２
第１項の規定に基づき、同項第１号の費用及び同項第２号の損失を法令の定める範囲
内において当社が補償する補償契約を締結する予定であります。

５．当社は、保険会社との間で会法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契
約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の16頁に記載のとおりで
す。各候補者の選任が承認されますと、引き続き当該保険契約の被保険者に含められ
ることとなり、また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定し
ております。

以　上

－ 39 －

議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案
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